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取組４：災害派遣デジタル
支援チーム制度

取組３：防災アプリ間
のデータ連携基盤整備

取組２ー②：予備のマイナン
バーカード・読取機整備

取組１：
被災者
マスター
DB
の構築

能登半島地震の経験を踏まえたデジタルの課題と対応【概観】

・迅速で効率的な支援
・罹災証明の発行
（書かない／行かない役所）

どこにいても
ニーズに応じた支援

生活再建支援

避難所情報

避難所情報
漏れのない「避難所データ」
（指定避難所、自主避難所、孤立集落 等）

避難所の所在
と避難者を特定

・

避難者情報
「避難者データ」収集
（氏名、住所、年齢、性別、連絡先 等）

被災者の所在
と特性を特定

被災者情報

・

平
時
の
対
応

発災

取組２ー①：マイナンバーカー
ドの用途拡大・携行率向上

取組２ー③：マイナンバーカード
活用型避難所管理Sys.の普及

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

取組５：GSSの導入促進
通信回線
の確保
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令和６年能登半島地震を踏まえた今後の取組について（その１）

1. 被災者マスターデータベースの構築

・ 被災者のニーズに応じたきめ細かな支援を展開するため、発災直後から市町村の区域を越えて被災者
情報を集約し、共有するためのマスターデータベースを構築し、その活用方法や効果について実証を行う
都道府県を支援する【現在、デジ田交付金TypeSにて公募中】。

・ その際、被災者支援のために必要な情報を官民で適切に共有できるよう、関係府省とともに検討を行
い、個人情報の共有の範囲や取扱について対応の明確化を図る。

２．マイナンバーカードを用いた避難者支援の充実

① 平時の用途拡大・携行率向上：平時からマイナンバーカードの携行率向上、スマホ搭載等の取組を
進めるとともに、マイナンバーカードを用いてオンライン申請手続きが行える行政サービスの拡充を図る。

② 緊急時のマイナンバーカード活用：今回、Suicaを用いて緊急的に構築・運用した避難者状況把握
の仕組みの成果を検証し、必要な運用体制を構築し、同様の取組をマイナンバーカードで実現する。

③ 避難所運営システムの普及：昨年度行った避難所運営システムの実証成果を踏まえ、同システムの
ソースコードをオープン化するとともに、同システムの仕様書を公表し、同等の機能を有したシステムの
自治体での普及を図る。
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３．防災システム・アプリ間でのデータ連携基盤の整備
・ 民間が構築した様々な防災システム・アプリを、現場で有効に活用していくため、平時から、異なるシス
テム・アプリ間のデータ連携を図る基盤の整備が必要。このため、令和6年度に、防災用データ連携基
盤のプロトタイプを構築し実証を行うとともに、その成果を踏まえ、順次、活用範囲の拡大を図る。

４．災害派遣デジタル支援チーム（仮称）制度の創設
・ 能登半島地震では、民間のデジタル人材が被災自治体の現場に入り、発災直後から、DBやシステムを
その場で構築するなど、自治体の災害対応をデジタル面から支援した。この経験を踏まえ、防災DX官
民共創協議会などとも連携しつつ、大規模災害の発生時に、民間のデジタル人材等を派遣する仕組み
の検討を行い実現を図る。

５．GSS（ガバメントソリューションサービス）の導入促進
• 現在、省庁共通のネットワーク環境として導入中のGSSについては、政府の基幹システムとして、平時
の情報共有はもちろん、災害時の現地本部等での対応に際しても業務継続やコミュニケーション円滑
化の観点から極めて有効な手段となることがわかったため、各省庁への更なる導入促進に取り組む。

令和６年能登半島地震を踏まえた今後の取組について（その２）
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